
令和８年２月４日 

 

小竹町長  井 上 頼 子  様 

 

小竹町水道事業運営審議会 

会長  依 田 浩 敏    

 

小竹町水道事業の今後の経営及び運営について（答申） 

 

令和７年７月３日付け７小水第１６６号で諮問のあった標記の件について審

議した結果、当審議会の意見をとりまとめましたのでここに答申します。 

 

記 

 

はじめに 
 

  水道事業は、人口減少に伴う水需要の低下が予想されるなか、保有施設の老

朽化の進行や、耐震化への対応など、全国的にも多くの事業体が課題を抱える

状況にあります。 

  当審議会では、小竹町水道事業の今後の経営について諮問を受け、現状把握

や財政見通し等を踏まえ、経営健全化の観点から、慎重に審議を行いました。 

  特に、審議の柱となる料金水準については、財政状況に照らし、その適正性

に関し第２回審議会までに意見をとりまとめ、令和７年９月に「現行の料金水

準は適正であるとは言い難く、水道事業の持続的運営のためには、事業経営の

基盤強化が急務であり、水道料金の改定により収益改善を図ることは止むを

得ない」との中間答申を行いました。 

  その後、安全な水の安定的供給と持続的経営を担保し得る適正な料金水準

を中心に審議を重ね、その結論を得ましたのでここに答申するものです。 

 

  



答申「小竹町水道事業の今後の経営及び運営について」 
 

  小竹町水道事業は、創設以来、生活に欠かせないライフラインとして、安全

な水を安定的に供給するため、独立採算の原則に基づき、経営を継続すること

ができました。しかしながら、収益の８割以上を占める水道料金については、

住民生活に配慮しつつ、平成元年度の改定を最後に３６年間据え置かれてお

り、必要な経費を料金で賄えていない状況が続いています。特に、施設の老朽

化対策においては、収支に余力がないために必要な投資を控えざるを得ず、課

題の先送りとなっています。 

 

財政見通しによると、現行の料金水準では、令和８年度には資金が枯渇する

見込みであり、施設老朽化への対応が困難となるばかりか、安全な水の安定供

給そのものに支障が生じることが予見されます。 

 

今後の小竹町水道事業の経営及び運営にあたり、優先して取り組むべきこと

は目下の収支改善であり、料金水準の適正化により経営基盤の強化を図ること

は止むを得ない状況です。よって、次に掲げる経営目標のもと、必要な経営資

金を確保し、安定的な給水サービスの財政基盤確立に早急に取り組まれるよう

望みます。あわせて、今後の給水量や資金状況等の動向を捉えながら、料金改

定を含む経営見直しを定期的かつ継続的に実施されるよう求めるものです。 

 

なお、経営に必要な料金水準については、これまで長く据え置かれたことに

より、算定上改定率が大きくなることから、住民生活への影響が過度のものと

ならないよう適切な配慮を求めることなどを附帯意見として添えています。 

 

 

１ 経営目標等 
 

  早急に収支改善と運転資金の確保を図る必要があり、次の２項目を料金算

定期間における目標値として定めます。なお、料金改定前後の財政シミュレー

ションを投資財政計画（別添）として示します。 

 ⑴ 料金回収率（給水に係る費用を給水収益で賄っている割合を示す指標） 

１００％以上を確保すること 

 ⑵ 資金残高 

年間給水収益総額以上を確保することとし、１億円を下限とする 

  



２ 水道料金改定案 

 ⑴ 算定方式 

日本水道協会「水道料金算定要領」による総括原価方式 
 

 ⑵ 料金算定期間 

５年（令和８年度～令和１２年度） 
 

 ⑶ 改定時期 

適切な周知準備期間を設け、令和８年１０月実施が適当と判断します。 
 

 ⑷ 料金水準 

料金算定期間における適正な料金水準として、平均改定率５３％の料金改

定が必要と判断されます。 
 

 ⑸ 料金体系 

  ① 基本的事項 

二部料金制（基本料金：用途別、従量料金：単一型）とします。 

  ② 基本料金・従量料金割合 

今後の使用水量の減少や施設の更新需要の増加を考慮し、経営安定化

を図るため、基本料金割合を高めます。 

  ③ 基本水量の設定 

使用実態を鑑み、４㎥未満、４㎥以上１０㎥以下を廃し１０㎥に統一し

ます。 

  ④ 料金体系 

別添料金表（案）参照 

 

 

３ その他経営及び運営に資する取組 

 ⑴ 広域化や保有施設の規模適正化に関する検討 

   将来的な給水人口の減少が予想されることから、保有施設の規模適正化

や広域連携も含めた経営改革にも早急に取り組む必要があります。これら

を短期間で成し得ることは容易ではありませんが、幅広く、積極的に検討を

進めていただきたい。 

 

 ⑵ 計画的な施設整備、有利な財政制度の活用 

   今回の料金算定期間における財政計画では、経営状況を鑑み、保有施設の

更新投資を抑制しています。しかしながら、施設の老朽化が進行し漏水も多



く発生しており、有収率の低下を招いています。水を安定的に供給するため

には、適切に費用をかけて施設を維持管理する必要があることから、収益改

善により早急に費用を確保し、施設整備に着手されるよう望みます。水道事

業は料金をもって費用を賄う公営企業であることから、適用される補助金、

交付金や起債等の財政制度に限りがありますが、有利な制度の活用を模索

しながら、計画的に整備を進めていただきたい。 

 

 

附帯意見 

 ⑴ 町民生活への配慮  

   当審議会においては、諮問に基づき、小竹町の水道サービスの提供及び水

道事業の健全経営と持続化に主眼を置いた改定水準を答申していますが、

これまで定期的な改定を経ていないため、算定上、今回の改定率は高い水準

となることは避けられません。一方、審議においては、物価高騰局面にある

ことも踏まえ、町民生活への配慮が必要との見解は一致しているところで

す。よって、水道事業経営の健全性を確保した上で、町民負担に対し適切な

配慮を講じることについては、町としても十分検討されるよう求めます。 

 

 ⑵ 使用者への十分な周知広報 

   実質的な料金改定は、平成元年以降、実に３６年ぶりとなることから、水

道使用者に対し、その必要性と内容を十分説明する必要があります。使用者

が正しい理解を得ることができ、納得して料金を支払うことができるよう、

分かりやすさを重視した周知広報を尽くされるよう望みます。 

 

 ⑶ 不断の経営努力及び継続的な見直しの実施 

経営改善にあたっては、不断の経営努力とあわせ、定期的かつ継続的な見

直しが必要です。特に料金水準については、水道事業の安定した経営を検討

する上で適時適切な見直しが不可欠です。そのため、定期的に総括原価を算

定し、料金水準の適正性について継続的に検討されることを提言します。 

 

 

おわりに 

 水道事業は町民生活の根幹を支えるライフラインとしての役割を担い、「独立

採算の原則」と「使用者負担の原則」のもと、将来にわたり安定的に経営を継続

していくことが使命であると言えます。 



小竹町水道事業にあっては、これまで清浄な水の低廉供給に努めてきました

が、給水人口の減少を背景に非常に厳しい経営状況が続き、今後の事業遂行が困

難な状況となっています。 

当審議会では、この機を逸しては経営改善はさらに困難となり、水の供給に安

定性を欠くと判断したことから、これ以上課題の先送りはせず、上記の料金改定

が必要であるとの答申を行うに至りました。 

今後、社会情勢や経営環境が想定以上に変化することも考えられることから、

経営分析と見直しを重ね、持続可能な水道事業の経営を目指していただくこと

を望みます。 

 

  



【別表】水道料金表 

 

● 水道料金表（現行） 

 

種別 
基本料金（１か月について） 超過料金 

（1㎥につき） 水量 料金 

家庭専用 

及び共用 

使用水量 4 ㎥未満 640 円  

使用水量 4 ㎥以上 10 ㎥以下 1,300 円 230 円 

官公署用 使用水量 20 ㎥まで 3,600 円 300 円 

工場用 使用水量 50 ㎥まで 10,700 円 
300 円 

（ただし、使用水量 300 ㎥
以下の場合は 250 円） 

一時用 使用水量 10 ㎥まで 3,940 円 500 円 

分水 使用水量 1 ㎥まで 300 円 300 円 

その他 使用水量 10 ㎥まで 1,440 円 300 円 

 

 

● 水道料金表（答申） 

 

種別 
基本料金（１か月について） 超過料金 

（1㎥につき） 水量 料金 

家庭専用 

及び共用 
使用水量 10 ㎥まで 2,300 円 

20 ㎥まで 265 円 

21 ㎥以降 300 円 

官公署用 使用水量 20 ㎥まで 5,600 円 460 円 

工場用 使用水量 50 ㎥まで 20,000 円 
300 円 

（ただし、使用水量 300 ㎥
以下の場合は 250 円） 

一時用 使用水量 10 ㎥まで 6,000 円 700 円 

分水 使用水量 1 ㎥まで 460 円 460 円 

その他 使用水量 10 ㎥まで 2,250 円 460 円 

 

 



小竹町水道事業運営審議会委員（敬称略） 

 

  

選出区分  団体名等 備考 

１号委員 学識経験を有する者 依田 浩敏 
近畿大学産業理工学部

学部長 

 学識経験を有する者 司山 賢吾 

直方市上下水道・環境

部水道施設課長・ 

直方市水道技術管理者 

 学識経験を有する者 麻生 英司 元 町上下水道課長 

 学識経験を有する者 栗原 一喜 公認会計士 

２号委員 水道の使用者 木原 悠介 PTA 関係者 

 水道の使用者 清水  剛 商工事業者 

 水道の使用者 石川 壽治 農業関係者 

 水道の使用者 稲益めぐみ 福祉関係者 

 水道の使用者 加藤 徹三 
元 町総務課長補佐兼

財政係長 



審議会開催状況 

 

 開催日・場所 主な審議事項 

第
１
回 

令和 7年 7月 3日（木） 

小竹町役場 多目的室 

御徳浄水場 

・水道事業の経営状況及び課題について 

・施設調査（御徳浄水場） 

第
２
回 

令和 7年 8月 28 日（木） 

小竹町役場 多目的室 

・水道料金の現状について 

・財政シミュレーションについて 

・中間答申について 

中
間
答
申 

令和 7年 9月 9日（火） 
・小竹町水道事業の今後の経営及び運営に

ついて（中間答申） 

第
３
回 

令和 7年 10 月 3 日（金） 

小竹町役場 大会議室 

・総括原価方式による料金水準について 

・経営戦略について 

第
４
回 

令和 7年 11 月 19 日（水） 

小竹町役場 大会議室 
・料金体系（案）について 

第
５
回 

令和 7年 11 月 26 日（水） 

小竹町役場 多目的室 
・料金体系（案）について 

第
６
回 

令和 8年 1月 14 日（水） 

小竹町役場 多目的室 

・答申書（案）について 

・経営戦略（案）について 

答
申 

令和 8年 2月 4日（水） 
・小竹町水道事業の今後の経営及び運営に

ついて（答申） 

 



 

 

「小竹町水道事業の今後の経営及び運営について（答申）」 

に関する付属資料 
 

目  次 
 

１ 小竹町水道事業の経営状況について 

 ⑴ 給水人口の減少と水需要の減少 

 ⑵ 有形固定資産減価償却率の推移 

 ⑶ 料金収入の現状 

 ⑷ 経常収支比率の状況 

 ⑸ 料金回収率の状況 

 ⑹ 資金残高の状況 

 

２ 水道料金の現状について 

 ⑴ 料金体系 

 ⑵ 用途別契約件数 

 ⑶ 用途別使用水量 

 ⑷ 家庭用使用水量分布 

 ⑸ 県内自治体との水道料金比較 

 

３ 総括原価方式による料金水準について 

 ⑴ 水道料金改定の方向性 

 ⑵ 総括原価方式 

 ⑶ 料金算定期間の設定 

 ⑷ 資産維持費の設定 

 ⑸ 総括原価の内訳 

 ⑹ 総括原価から導かれる適正な料金水準（料金改定率） 

 ⑺ ５３％の増改定を見込んだ収益的収支予測 

 ⑻ 料金改定を２回に分けて実施した場合の試算 

 

４ 料金体系（案）について 

 ⑴ 総括原価の総括原価の分解と配賦 

 ⑵ 基本料金と従量料金の割合 

 ⑶ 料金体系の検討事項 

 ⑷ 家庭用基本水量の県内自治体の状況 

 ⑸ 家庭用基本水量の考え方の整理 

 ⑹ 改定率５３％の料金体系への反映方法 

 ⑺ 料金体系（案）の検討 
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１ 小竹町水道事業の経営状況について 

 ⑴ 給水人口の減少と水需要の減少 

  人口減少に伴い、本町の給水人口は平成２７年度から令和６年度までで

６％減少し、有収水量も１５％減少している。 

  国立社会保障・人口問題研究所の推計によると今後も人口減少は継続する

ため、令和６年度から令和１６年度の１０年間でさらに給水人口は２０％減

少し、有収水量は１９％減少することが予測される。 
 

 
 

 

 

 ⑵ 有形固定資産減価償却率の推移 

  有形固定資産減価償却率は有形固定資産のうち償却対象資産の減価償却が

どの程度進んでいるかを表す指標で資産の老朽化度合を示しているが、本町

は類似団体平均よりも高い数値で推移していることから、資産（施設）の老

朽化が進んでいることがわかる。 
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 ⑶ 料金収入の現状 

  令和６年度は過去１０年間で最も少ない料金収入となった。当年度を含む

３年平均での推移を見ても、減少傾向が続いている。令和３年度はコロナ禍

による生活支援として、基本料金を２か月減免したことにより、料金収入が

減少したが、一般会計からの補助金による補填を行った。 

  給水人口の減少により、今後も料金収入は減少が続くことが予測される。 

 

 

 

【委員からの主な意見・質問】 

・ 令和６年の料金収入は令和２年のコロナの時よりさらに減っている。これ

は何か理由があるか。 

⇒ 町人口の減少によるもの。人口に応じて給水収益も減少を続けている。 
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 ⑷ 経常収支比率の状況 

  経常収支比率は、（経常収益÷経常費用）によって算出され、経常費用が

経常収益によりどの程度賄われているかを示す指標であり、この比率が１０

０％未満である場合、収益で費用を賄えていない状況を意味している。 

  平成２７年度から令和６年度までの平均は９８．６％となっており、目安

となる１００％を下回っている。 

  今後も収益が増加する要因がない中で、施設の更新による減価償却費負担

増や物価高騰による費用の増加が見込まれるため、経常収支比率は１００％

を下回る状況が続くことが予測される。 
 

 

 

 ⑸ 料金回収率の状況 

料金回収率は、（供給単価÷給水原価）によって算出され、給水に係る費

用を給水収益で賄っている割合を示す指標である。回収率が１００％を下回

る場合、給水収益が給水に係る費用を下回っていることを意味しており、こ

の場合、給水に係る費用の不足分は、水道料金による収入以外の収入で賄わ

れていることになる。 

平成２７年度から令和６年度までの平均は９０．６％となっており、１０

０％を約１０％下回っている。 

経常収支比率と同様に今後も収益が増加する要因がない中で費用の増加も

見込まれるため、回収率は１００％を下回る状況が続くことが予測される。 
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 ⑹ 資金残高の状況 

  資金残高は収益的収支での純損失の発生、資本的収支への補填を行うため

近年減少を続けている。 

  さらに令和６年度以降の収益的収支の状況悪化により、資金残高は急速な

減少が見込まれ、令和８年度には資金残高がマイナス（資金が枯渇）になる

ことが予測される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

【委員からの主な意見・質問】 

・ 保有資金が枯渇するとどうなるか。 

⇒ 事業を運営していくためには資金が必要となるので、事業の運営に非常

に支障をきたす形となる。補てん財源が不足する場合は予算を組むことが

非常に厳しくなってくる。 

 

・ 一時的なものも含めて一般会計からの繰り入れなどで対応するのか。 

⇒ 公営企業は独立採算が原則である。基本的には水道料金で費用を賄うべ

きであるので、まずは水道事業の中で収益の確保も含めて検討を進めてい

かなければならない。 

 

・ 先は見えているのにこれまで何も手を付けて来なかったというのが現実で

はないのか。 

 ⇒ 改定を行うことについての検討はこれまでにもあったと思われるが、一

番住民生活に直結した料金であることから、料金値上げについては、やは

り慎重にならざるを得ないというところがあったかと思料される。 
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２ 水道料金の現状について 

 ⑴ 料金体系 

  本町では、用途別に基本料金と従量料金を組み合わせた二部料金制を採用

している。なお、家庭用の基本料金における基本水量は４㎥未満、４㎥から

１０㎥までの二段階に設定している。 

  消費税転嫁を除く全体的な料金改定は、平成元年度が最後となっている。 
 

 
 

 ⑵ 用途別契約件数 

  契約件数は、令和７年４月分で約３，５００件であるが、その内の約９

０％が「家庭用」での契約となっている。 

  家庭用に次いで件数が多いのが、「その他」で約７％となっている。「そ

の他」は家庭用、官公署用、工場用に分類されないものであり、事業所や公

民館等で使用されている用途である。 
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 ⑶ 用途別使用水量 

  令和７年４月分での使用水量は約５２，０００㎥であるが、その内の約７

９％が家庭用となっている。 

  平成１２年には宅地開発や小竹工業団地完成に伴う工場用水を見込み、第

６次拡張事業を実施し、計画一日最大給水量を増やしたが、小竹工業団地で

の令和６年度の使用水量は、１日計画水量１，５００㎥に対して５％未満の

６６．７㎥となっている。 

 

 

 

 

 ⑷ 家庭用使用水量分布 

  「家庭用」では基本料金は２段階制を採用しているが、３㎥までの１段階

目の基本料金に１８．５％、１０㎥までの２段階目の基本料金に３０％の利

用者が分布しており、４８．５％の利用者は超過料金が発生しない基本料金

の範囲内での利用となっている。 
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【委員からの主な意見・質問】 

・ 基本料金の範囲内で使用水量が少ないということは、本町は一人住まいや

高齢者が多いからなのか。 

 ⇒ 一人暮らしが多いということもある。また、水量が０トンの割合が８．

３％あり、空家や両親の家の契約だけを残されている場合などがある。 

 

 

 ⑸ 県内自治体との水道料金比較 

  本町の基本料金の１段階目である３㎥でみると県内２位と安く、２段階目

である１０㎥では県内１７位となっており、家庭用利用者数の約半数を占め

る基本水量範囲では水道料金は安い水準にある。 

  超過料金の割合が多くなる２０㎥以上になると、県内平均より若干高い水

準になっている。 

 

【委員からの主な意見・質問】 

・ 基本料金の１０㎥より少ないところだと県内平均と比較しても本町は安い

ということか。 

 ⇒ ３㎥、１０㎥だと安い方の水準になる。 
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３ 総括原価方式による料金水準について 

 ⑴ 水道料金改定の方向性 

  目指すべき方向性としては以下の２点となる。 

   ・料金回収率（供給単価÷給水原価）の改善 

※令和６年度実績：８６．６％ 

   ・事業経営を安定的に継続するために必要な資金残高の確保 

     ※給水収益１年分。少なくとも１億円以上 

 

  改定時期については、以下の２点を考慮する必要がある。 

   ・財政シミュレーションでは最短で令和８年度に資金不足となるため、

早期の改定が必要。 

   ・料金改定を実施する場合、町議会での条例改正が必要。その後、シス

テム改修作業や住民の方への周知が必要となるため、条例改正議決か

ら準備期間が必要である。 

  以上のことから、令和８年度の早い時期の料金改定が必要となる。 

 

【委員からの主な意見・質問】 

・ 議会での議決から実際に改定するまでの期間というのは、具体的にはどの

くらいかかるのか。 

 ⇒ 現在の想定では令和８年の３月議会に条例を提案し、議決をいただいた

場合には、システム改修、住民の方に周知を行ったうえで、令和８年１０

月が改定の有力な時期になってくると考えている。 

 

 ⑵ 総括原価方式 

  事業の維持・運営に必要な費用である『総括原価』を算定し、それに見合

った額を水道料金として定める、日本水道協会「水道料金算定要領」で示さ

れている方式である。 

 

○営業費用 

 既存の水道施設を維持管理していくために必要な費用（修繕費、委託

料、動力費、人件費、減価償却費等） 

○資本費用 

  支払利息、資産維持費 

○資産維持費 

   水道施設の計画的な更新等の原資として内部留保されるべき額であり、

維持すべき資産に適正な率を乗じて算定した額とする。建設時と同じ価格

で施設等をつくり直すのであれば、減価償却費による内部留保で賄うこと

ができるが、現在は材料等の物価上昇等により、当時より費用が多く掛か
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る。そのような費用不足に充てるために、資産維持費として確保すること

が必要となる。 

○控除項目 

   料金収入以外の事業関連収入（手数料、加入金、他会計補助金等）であ

る。 

 

 

 ⑶ 料金算定期間の設定 

  収支計画については令和７年度から令和１６年度の１０年間でシミュレー

ションを行い、物価高騰や災害等の変化が著しい社会情勢に対応するため、

料金算定期間については令和８年度から令和１２年度までの５年間で設定す

る。なお、「水道料金算定要領」でもおおむね３年から５年の期間が推奨さ

れている。 

 期間ごとの適切な時期には見直しを行う必要がある。また、予想できなか

った事業計画の変更や物価の変動等、財政に大きな影響を及ぼす事情が生じ

た場合には、財政の健全化及び料金負担の公平化の見地から料金算定期間中

であっても、適時適切な料金改定が必要となる。 

 

【委員からの主な意見・質問】 

・ 算定期間は５年間となっているが、その間見直しはしないということか。 

 ⇒ 基本的には行わない。ただし、今の計画に入っていない事業運営に大き

な影響を与えるような事情が発生した場合には、その時点で再度算定を行

う可能性はある。 

 

・ 算定期間は３年から５年が推奨されているが、５年で試算する理由は。 

 ⇒ 料金算定期間を３年とすると、次の算定結果によってはすぐに改定する

こととなり、頻回の改定で使用者に混乱を与えてしまう可能性がある。今回

は本町としても久しぶりの改定になるため、推奨期間の中で一番長い５年を

採用することとした。 
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 ⑷ 資産維持率の設定 
 

 

 

 
 

○資産維持率 

  今後の更新・再構築を円滑に推進し、永続的な給水サービスの提供を確保

できる水準として３％を標準とし、各水道事業者の中長期的な施設整備・更

新計画及び財務計画等に照らして適正な水準となるように決定するものとな

っている。 

  今回の算定での資産維持率については、１．５％で設定する。標準の３％

を採用しない理由は、本町では施設台帳が未整備であり、現時点で中長期的

な整備計画の作成が難しい状況にあることから、料金改定後に施設台帳の整

備を行い、台帳整備完了後に資産維持率の見直しを行うためである。 

 

【委員からの主な意見・質問】 

 ・ この資産維持率をかけた資産維持費、これが料金改定のための元の数字

になってくる。その元の数字そのものを、今の説明だと暫定的に１.５%で

算定して試算するという説明であった。料金改定の後に、施設台帳を整備

し、そこで確実なパーセンテージが決まってくると。しかし、先ほどの説

明では５年間は基本的に料金水準は維持しますという説明であった。違和

感があるがどうであろうか。 

  ⇒ 料金改定を令和８年度に実施した場合、それ以降に施設台帳を整備す

ることとしている。施設台帳は全ての水道の施設の台帳になるので、作成

も一定の期間が必要になる。したがって、期間中の見直しというよりは、

次の５年後の見直しに向けて、資産維持率をどう設定するのか精査してい

く。基本的には次の算定期間の際に、率については見直しが発生すると考

えている。 

 

 ・ 台帳整備はこの５年間の間に終わらせるということか。 

  ⇒ 整備計画を今後考えるためにも必ず必要なものになるので、まずは料

金改定で収支を改善し、それ以降早い段階で施設台帳の整備を行っていき

たい。 
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 ⑸ 総括原価の内訳 

  令和８年度から令和１２年度までの５か年見込による総括原価は以下のと

おりとなる。 

 

 

【委員からの主な意見・質問】 

・ 令和１２年度以降は収支マイナスになる見込みになっている。 

 ⇒算定期間は５年であり、令和１１年から１２年にかけて総括原価を再度算

定する形となる。その時点の状況で再度５年間の収支を見て算定することに

なる。今回、改定を３５年以上ぶりに行うが、算定要領に基づき５年ごとに

試算を行い、料金を上げる、結果として上げないという算定結果も出る可能

性はあるが、５年ごとに先の費用を見直し、それに対し必要な収益を料金で

確保するという作業を繰り返すような形になる。 
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 ⑹ 総括原価から導かれる適正な料金水準（料金改定率） 

  ５か年の総括原価総額は、１，０１４，１２５，５３１円であり、５か年

平均で「２０２，８２５，１０６円／年」となる。この５か年平均の総括原

価を、同じく５か年平均の有収水量で除した１㎥当たりの供給単価が「３３

１．５１円／㎥」となり、令和６年度の供給単価比で「１５３．０％」、つ

まり現行料金から「５３％増」の改定率が本町の適切な料金水準であると算

出される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【委員からの主な意見・質問】 

・ ５３％とは凄い数字。ただ、３０年以上何もしてなかったツケがここで出

ている。しかし、もうどうしてもこの率でいかないと赤字が続くなら致し方

ない。運営上はもう上げなければ経営が成り立たないので仕方がない。 

 

・ 基本料金も上げるということか。 

 ⇒ 本町では用途別、つまり「家庭用」や「その他」「工場用」などがあ

り、基本料金についても３トン以下、１０トン以下で超過料金の額もそれぞ

れ設定されている。料金体系についてはやはり自治体によってもいろいろな

考え方があるので、今の体系を維持したまま基本料金と超過料金を上げるの

か、それとも料金体系全体を見直すかというのも、今後委員の皆さまからご

意見をいただく形となる。今回料金水準として改定率が５３％という形で決

まった場合は、次のステップとして料金体系について具体的に協議いただく

こととなる。 

 

・ この数字そのものは、算定上経営に必要な率として出てきた数字なので、

如何ともし難い数字と思う。一方、今のような状況になった最大の原因は過

疎である。過疎になったがためのこういう状況であるならば、今でもまだ過

疎対策事業はあり、過疎債もあると思う。過疎が原因での資金不足であると

して一般会計からの拠出が可能であれば、それを過疎対策事業として採用さ

れ、過疎債の借入ができると思う。それであれば地方交付税でかなり国がみ

てくれるが、そのような有利な制度の活用というのは可能であるのか。そう

すると、少しは資金不足の足しになるかと思う。 
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  ⇒過疎債の適用については確認を行う。 

    ※水道事業は過疎債の適用外であることを次の審議会で回答 

 

・ 前回一般会計からの繰入の話もあったと思う。実際問題、計算上は５３％

という数字が出て、議員さんはおそらくお分かりになると思うので、計算上

はいいと思う。ただ、今度それを説明するときに、一般会計からの繰入で、

財政的に限度はあると思うが、それを最低限度確保した上で、率を抑えるよ

うな方向性でいけないか。それから、総括原価の内訳を見ると、小竹町はや

はり総合計の予算に対して、原水・浄水部門費が約５割かかっている。この

料金値上げの根本の問題がやはりこの原水・浄水部門費用がかかりすぎてい

るということが一番の問題で、それが料金の高騰にかかってきていると思

う。浄水場などの運営費や改良費などの個々の予算のかけ方、考え方を早め

に検討して、この問題を解消しないと料金の高騰に歯止めがかからないと私

は思う。 

 ⇒ 今回審議会では、計算上、経営に必要な率を答申ではそのまま出される

方向になると思うが、今言われているような一般会計側の負担や、起債の借

入など、引上げ率を抑えるためのご意見については、その最終答申の付帯意

見として挙げていただく方法がある。また、先ほどの浄水場等の運営経費な

どの問題についてはご意見の通りと思う。浄水場の管理運営について包括委

託を行い、運営上は非常に安定してきているが費用についても再度考えてい

かないといけないと思っている。 

 

・ ５３％の改定について、これは致し方ないと思う。住民の方からしてもこ

れが最後、恒久的なものであれば良いけれどもまた見直しがあって、５年経

ったらまた改定と。非常にシビアな数字になってくると思う。この５年間の

短期間の中でするのであれば、少しでもやっぱりこの改定率というのを抑制

して、住民の方に提示して、理解を得る方向にしていくべきかと思う。 

⇒ 改定率を抑制していくような取り組みについては引き続き進めていかな

ければとならないと認識している。あわせて、３５年以上ぶりの改定にあた

り必要なこととして、やはり今の水道事業の運営の状況やなぜ今回このよう

に上げなければならないのかというところを、広く住民の方にお知らせする

ような方法をきちんと取っていかなければいけない。 

 

・ 率的には確かに大きく見えるが、例えば近隣の自治体と比べた結果や、小

竹町と同じような人口のところの単価と比べて高いのか、低いのか。 

 ⇒ 市町村によって、それぞれ原水の状況などが違っている。原水がきれい

であれば、浄水場での処理工程も短くなるので、近隣であっても、あとは人

口が同じであっても、塩素だけを入れれば浄水が終わるような自治体もある

ため、人口規模だけでは測れないところがある。本町の水道料金の県内での

順位を示したが、５３％改定すると順位は下がってくると予測している。 
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 ⑺ ５３％の増改定を見込んだ収益的収支予測 

  令和８年度から令和１２年度の５か年を料金算定期間として、５３％の増

改定を反映した収益的収支の予測は以下のとおりとなる。改定に向け準備及

び周知期間を確保するため、令和８年１０月改定を条件に試算をしている。 

 
 

 ⑻ 料金改定を２回に分けて実施した場合の試算 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

【委員からの主な意見・質問】 

・ 改定は１度に行うのが良いと思う。１０年といったような形ではなく、５

年の計画で、１年１年状況を見て経営をどう良くするか考えていくことが、

会計士としての目線から見ても最善かと思う。 

 

・ 改訂は一括で行うのが良いと思う。今後人口が減少していくと考えると、

今以上に経営が厳しくなるとも思われるので、この際先送りはせず、一段階

で改定する方針が良い。 
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４ 料金体系（案）について 

 ⑴ 総括原価の分解と配賦 

  ○ 総括原価を「需要家費」・「固定費」・「変動費」に分解した後に、

基本料金及び従量料金に配賦する。 

    ※需要家費⇒需要家（利用者）ごとに発生する費用 

（検針費用にかかる費用など） 

     固定費 ⇒使用水量とは関係なく、施設を適切に維持していくため

に必要な費用 

     変動費 ⇒水道使用量の増減に比例して発生する費用 

（動力費、薬品費など） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑵ 基本料金と従量料金の割合 

水道料金算定要領に基づき算出した基本料金収入（理論値）の割合と比較

すると、基本料金収入（実績値）の割合は１８％低くなっている。 
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⑶ 料金体系の検討事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑷ 家庭用基本水量の県内自治体の状況 
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⑸ 家庭用基本水量の考え方の整理 
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⑹ 改定率５３％の料金体系への反映方法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑺ 料金体系（案）の検討 
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【委員からの主な意見・質問】 

・ 口径別はメーターの口径で料金をとるとなると、直圧方式や受水槽方式な

どそれぞれやり方がある。利用者間で公平さが全くゼロとはならないと思う

ので、あまり私は口径別には賛成ではない。 

 

・ 料金体系の一律５３％改定はわかりやすいとは思うが、１１㎥から２０㎥

の方が多く、全体の３３．３％いると考えていくと、一律５３％改定より、

基本水量を１０㎥に統一した方が若干安くなる。４㎥から９㎥は基本料金が

多くなるので、そこで全体の約６０％以上の割合になってくる。やはり３０

㎥になると料金が月に１万円を超えてしまうので。やはり１万円を超すとい

うのはどうなのかとは思う。少量使用者についても上がるので、その理由を

どう説明するか。 

 

・ 少量の使用者の料金も上げていかないと、公平さは見えないと思う。 

 

・ ５３％改定が必要ということであるが、一律５３％以外の他のパターンで

は５３％の改定ができるのか。 

 ⇒ 全体の料金収入の改定率は５３％となる。一つひとつを見ていただく

と改定率はずれてくるが、利用者全体で見ると、全体で５３％上がるよ

うな形で計算ができている。 

 

・ 経営的にみて、従量料金が増えるよりも、基本料金が増える方が経営的に

安定すると捉えることができる。 

 

・ 私は一律５３％か基本水量を１０㎥に統一で言うと、個人的には基本水量

を１０㎥に統一する方がいいのかなと思う。一律５３％の方だと、２０㎥だ

と６，２１０円までにもなって県の最高額を超えるため。そこまで行くと結

構行き過ぎかなと個人的には思うので、基本水量を１０㎥に統一する方がい

いと思う。水の使用状況や近隣の状況をみても１０㎥の設定が多いことも理

由にある。 


